
議案第１１８号 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

平成２６年６月１１日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第３条、第９条関係） 別表第１（第３条、第９条関係） 

名称 区域 

［略］ 

日生浦和地

区地区整備

計画区域 

［略］ 

内野本郷地

区地区整備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規

定により告示された内野本郷地

区地区計画の区域のうち、地区

整備計画が定められた区域 

指扇地区地

区整備計画

区域 

都市計画法第２０条第１項の規

定により告示された指扇地区地

区計画の区域のうち、地区整備

計画が定められた区域 

名称 区域 

［略］ 

日生浦和地

区地区整備

計画区域 

［略］ 

別表第２に次のように加える。 

６０ 内野本郷地区地区整備計画区域 



区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ－１

地区（内

野本郷地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＡ－

１地区を

いう。） 

   建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線 

（水路に接する場合は除く。

）までの距離は、次の表の

左欄に掲げる敷地面積の区

分に応じ、同表右欄に掲げ

る数値 

敷地面積 数値 

１２０平

方メート

ル以上 

０．７５

メートル

１２０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、壁面の位置の制限

に満たない距離にある建築 

物又は建築物の部分のうち、

附属建築物の物置その他こ

れに類するもの（自動車車

庫等を除く。）で、軒の高 

さが２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

開放性の高い附属建築物の

自動車車庫等で、軒の高さ

が２．３メートル以下であ

るもの又は出窓で、下端の

床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、出 

幅５０センチメートル未満、

見付面積の２分の１以上が

窓で、かつ、天袋、地袋そ

の他これらに類するものを

設けないものについては、

この限りでない。 

１２０平方

メートル 

 １１メートル

（階数は地階を

除き３以下とす

る。） 

 建築物の各部

分の高さは、当

該部分から前面

道路の反対側の

境界線又は隣地

境界線（建築物

の敷地が水路に

接する場合にお

いては、その水

路に接する隣地

境界線は、水路

の幅の２分の１

だけ外側にある

ものとみなす。

）までの真北方

向の水平距離に

１．２５を乗じ

て得たものに７

メートルを加え

 た数値（ただし、

 建築物の敷地面

積の最低限度（

以下この にお

いて「最低限度

」という。）の

規定が定められ

た際現に建築物

の敷地として使

用されている土

地で最低限度の

規定に適合しな

いこととなる敷

地において、最

低限度の規定が

定められた際現

に存する建築物

の階数が、地階

を除き３以上の

ものである場合

については、適

用しない。） 

Ａ－２

地区（内

野本郷地 

次に掲げる用途に供

する建築物 

 葬祭場 

  建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線 

（水路に接する場合は除く。

１２０平方

メートル 

 １１メートル

（階数は地階を

除き３以下とす



区地区計

画の地区

整備計画 

図に表示

するＡ－

２地区を

いう。） 

   ）までの距離は、次の表の

左欄に掲げる敷地面積の区

分に応じ、同表右欄に掲げ 

る数値 

敷地面積 数値 

１２０平

方メート

ル以上 

０．７５

メートル

１２０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、壁面の位置の制限

に満たない距離にある建築 

物又は建築物の部分のうち、

附属建築物の物置その他こ

れに類するもの（自動車車

庫等を除く。）で、軒の高 

さが２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

開放性の高い附属建築物の

自動車車庫等で、軒の高さ

が２．３メートル以下であ

るもの又は出窓で、下端の

床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、出 

幅５０センチメートル未満、

見付面積の２分の１以上が

窓で、かつ、天袋、地袋そ

の他これらに類するものを

設けないものについては、

この限りでない。 

 る。） 

 建築物の各部

分の高さは、当

該部分から前面

道路の反対側の

境界線又は隣地

境界線（建築物

の敷地が水路に

接する場合にお

いては、その水

路に接する隣地

境界線は、水路

の幅の２分の１

だけ外側にある

ものとみなす。

）までの真北方

向の水平距離に

１．２５を乗じ

て得たものに７

メートルを加え 

 た数値（ただし、

 建築物の敷地面

積の最低限度（

以下この にお

いて「最低限度

」という。）の

規定が定められ

た際現に建築物

の敷地として使

用されている土

地で最低限度の

規定に適合しな

いこととなる敷

地において、最

低限度の規定が

定められた際現

に存する建築物

の階数が、地階

を除き３以上の

ものである場合

については、適

用しない。） 

Ｂ－１

地区（内

野本郷地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＢ－ 

次に掲げる用途に供

する建築物 

 葬祭場 

 法別表第２( 

に）項第４号に

規定するもの 

  建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線 

（水路に接する場合は除く。

）までの距離は、次の表の

左欄に掲げる敷地面積の区

分に応じ、同表右欄に掲げ

る数値 

敷地面積 数値 

１２０平方

メートル 

 １５メートル

 建築物の各部

分の高さは、当

該部分から前面

道路の反対側の

境界線又は隣地

境界線（建築物

の敷地が水路に



１地区を

いう。） 

１２０平

方メート

ル以上 

０．７５

メートル

１２０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、壁面の位置の制限

に満たない距離にある建築 

物又は建築物の部分のうち、

附属建築物の物置その他こ

れに類するもの（自動車車

庫等を除く。）で、軒の高 

さが２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

開放性の高い附属建築物の

自動車車庫等で、軒の高さ

が２．３メートル以下であ

るもの又は出窓で、下端の

床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、出 

幅５０センチメートル未満、

見付面積の２分の１以上が

窓で、かつ、天袋、地袋そ

の他これらに類するものを

設けないものについては、

この限りでない。 

 接する場合にお

いては、その水

路に接する隣地

境界線は、水路

の幅の２分の１

だけ外側にある

ものとみなす。

）までの真北方

向の水平距離に

１．２５を乗じ

て得たものに７

メートルを加え

 た数値（ただし、

 建築物の敷地面

積の最低限度（

以下この にお

いて「最低限度

」という。）の

規定が定められ

た際現に建築物

の敷地として使

用されている土

地で最低限度の

規定に適合しな

いこととなる敷

地において、最

低限度の規定が

定められた際現

に存する建築物

の階数が、地階

を除き３以上の

ものである場合

については、適

用しない。） 

Ｂ－２

地区（内

野本郷地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＢ－

２地区を

いう。） 

次に掲げる用途に供

する建築物 

 葬祭場 

 法別表第２（

  に）項第４号に

  規定するもの 

 法別表第２（

  ほ）項第２号に

  規定するもの 

 法別表第２（

  ほ）項第３号に

  規定するもの 

 事務所その他

  これに類する用

  途に供するもの

  でその用途に供

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線 

（水路に接する場合は除く。

）までの距離は、次の表の

左欄に掲げる敷地面積の区

分に応じ、同表右欄に掲げ

る数値 

敷地面積 数値 

１２０平

方メート

ル以上 

０．７５

メートル

１２０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、壁面の位置の制限 

に満たない距離にある建築 

１２０平方

メートル 

 １５メートル 

 建築物の各部

分の高さは、当

該部分から前面

道路の反対側の

境界線又は隣地

境界線（建築物

の敷地が水路に

接する場合にお

いては、その水

路に接する隣地

境界線は、水路

の幅の２分の１

だけ外側にある

ものとみなす。

 ）までの真北方



   する部分の床面

  積の合計が３，

  ０００平方メー

  トルを超えるも

  の 

 店舗、飲食店

  その他これらに

  類する用途に供

  するものでその

  用途に供する部

  分の床面積の合

  計が３，０００

  平方メートルを

  超えるもの 

物又は建築物の部分のうち、

附属建築物の物置その他こ

れに類するもの（自動車車

庫等を除く。）で、軒の高 

さが２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

開放性の高い附属建築物の

自動車車庫等で、軒の高さ

が２．３メートル以下であ

るもの又は出窓で、下端の

床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、出 

幅５０センチメートル未満、

見付面積の２分の１以上が

窓で、かつ、天袋、地袋そ

の他これらに類するものを

設けないものについては、

この限りでない。 

  向の水平距離に

 １．２５を乗じ

 て得たものに７

 メートルを加え

 た数値（ただし、

 建築物の敷地面

積の最低限度（

以下この にお

いて「最低限度

」という。）の

規定が定められ

た際現に建築物

の敷地として使

用されている土

地で最低限度の

規定に適合しな

いこととなる敷

地において、最

低限度の規定が

定められた際現

に存する建築物

の階数が、地階

を除き３以上の

ものである場合

については、適

用しない。） 

Ｃ地区

（内野本

郷地区地

区計画の

地区整備

計画図に

表示する

Ｃ地区を

いう。） 

次に掲げる用途に供

する建築物 

 葬祭場 

 法別表第２（

に）項第４号に

規定するもの 

 法別表第２（

ほ）項第２号に

規定するもの 

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線 

（水路に接する場合は除く。

）までの距離は、次の表の

左欄に掲げる敷地面積の区

分に応じ、同表右欄に掲げ

る数値 

敷地面積 数値 

１２０平

方メート

ル以上 

０．７５

メートル

１２０平

方メート

ル未満 

０．５メ

ートル 

ただし、壁面の位置の制限

に満たない距離にある建築 

物又は建築物の部分のうち、

附属建築物の物置その他こ

れに類するもの（自動車車

庫等を除く。）で、軒の高 

さが２．３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平 

方メートル以内であるもの、

開放性の高い附属建築物の 

１２０平方

メートル 

２０メートル 



６１ 指扇地区地区整備計画区域

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地区

（指扇地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＡ地 

区をいう。

） 

次に掲げる用途に供

する建築物 

 葬祭場 

 自動車修理工

場（自動車販売

業、自動車用品

販売その他これ

らに類する物品

販売業を営む店

舗に附属するも

のを除く。） 

 法別表第２（

に）項第６号に

規定するもの 

 法別表第２（

ほ）項第２号に

規定するもの 

 法別表第２（

へ）項第５号に

規定するもの 

 法別表第２（

と）項第３号に

規定するもの 

 風俗営業等の

規制及び業務の

適正化等に関す

る法律第２条第

１項第５号及び

第６号に規定す

るもの 

 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道路

境界線（指扇地区地区計

画の地区整備計画図に示

す道路境界線ａ（道路の

路面の中心からの高さが

２．５メートル以下の範

囲に限る。 において同

じ。）を除く。）及び隣

地境界線までの距離 １

メートル 

 指扇地区地区計画の地

区整備計画図に示す道路

境界線 aからの建築物の

外壁又はこれに代わる柱

の面から道路境界線まで

の距離 ２メートル  

  及び において、公

衆便所、巡査派出所、公

共用歩廊その他これらに

類する建築物で公共公益 

上必要なものについては、

この限りでない。 

２００平方

メートル（

公衆便所、

巡査派出所、

公共用歩廊

その他これ

らに類する

建築物で公

共公益上必

要なものは、

この限りで

ない。） 

２０メートル（建

築物の各部分の高

さは、当該部分か

ら前面道路の反対

側の境界線又は隣

地境界線までの真

北方向の水平距離

に１．２５を乗じ

て得たものに１５

メートルを加えた

もの以下とする。

） 

Ｂ地区

（指扇地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

次に掲げる用途に供

する建築物 

 葬祭場 

 法別表第２（

に）項第６号に

規定するもの 

 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道路

境界線までの距離 １メ

ートル 

 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から隣地

１２０平方

メートル 

１５メートル 

 自動車車庫等で、軒の高さ

が２．３メートル以下であ

るもの又は出窓で、下端の

床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、出 

幅５０センチメートル未満、

見付面積の２分の１以上が

窓で、かつ、天袋、地袋そ

の他これらに類するものを

設けないものについては、

この限りでない。 



するＢ地 

区をいう。

） 

境界線までの距離につい

ては、次のア又はイに掲

げる区分に応じ、それぞ

れア又はイに定める数値 

 ア 敷地面積が１００平

方メートル（埼玉県建

築基準法施行条例（昭

和３５年埼玉県条例第

３７号）第３条第 1項

の路地状部分のうち、

幅員が４メートル未満

のものを有する敷地に

あっては、当該部分を

除いた面積）以上の敷

地 １メートル 

 イ 敷地面積が１００平

方メートル未満の敷地 

   ０．５メートル 

  及び において、当

該限度に満たない距離に

ある建築物又は建築物の

部分で、次のアからエま

でのいずれかに該当する 

場合は、この限りでない。

 ア 附属建築物の物置そ

の他これに類するもの 

（自動車車庫等を除く。

）で軒の高さが２．３ 

メートル以下で、かつ、

床面積の合計が５平方

メートル以内であるも

の 

 イ 開放性の高い附属建 

築物の自動車車庫等で、

軒の高さが２．３メー

トル以下であるもの 

 ウ 外壁又はこれに代わ

る柱の中心線の長さの

合計が３メートル以下

であるもの 

 エ 出窓で、下端の床面

からの高さが３０セン 

チメートル以上、かつ、

出幅５０センチメート

ル未満、見付面積の２

分の１以上が窓で、か

つ、天袋、地袋その他

これらに類するものを

設けないもの 

Ｃ地区 次に掲げる用途に供  建築物の外壁又はこれ １２０平方 １５メートル 



（指扇地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＣ地 

区をいう。

） 

する建築物 

 ガソリンスタ

ンド（液化石油

ガス、天然ガス

等を取り扱うも

のを含む。） 

 葬祭場 

 法別表第２（

に）項第３号に

規定するもの 

 法別表第２（

に）項第４号に

規定するもの 

 法別表第２（

に）項第５号に

規定するもの 

 法別表第２（

に）項第６号に

規定するもの 

    に代わる柱の面から道 

  路境界線までの距離  

  １メートル 

 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から隣地

境界線までの距離につい

ては、次のア又はイに掲

げる区分に応じ、それぞ

れア又はイに定める数値 

 ア 敷地面積が１００平

方メートル（埼玉県建

築基準法施行条例第３

条第 1項の路地状部分

のうち、幅員が４メー

トル未満のものを有す

る敷地にあっては、当

該部分を除いた面積）

以上の敷地 １メート

ル 

 イ 敷地面積が１００平

方メートル未満の敷地 

   ０．５メートル 

  及び において、当

該限度に満たない距離に

ある建築物又は建築物の

部分で、次のアからエま

でのいずれかに該当する 

場合は、この限りでない。

 ア 附属建築物の物置そ

の他これに類するもの 

  （自動車車庫等を除く。

  ）で軒の高さが２．３ 

メートル以下で、かつ、

  床面積の合計が５平方

メートル以内であるも

の 

 イ 開放性の高い附属建 

築物の自動車車庫等で、

軒の高さが２．３メー 

  トル以下であるもの 

 ウ 外壁又はこれに代わ

る柱の中心線の長さの

合計が３メートル以下

であるもの 

 エ 出窓で、下端の床面 

からの高さが３０セン 

チメートル以上、かつ、

出幅５０センチメート 

ル未満、見付面積の２ 

分の１以上が窓で、か 

メートル  



    つ、天袋、地袋その他

これらに類するものを

設けないもの 

Ｄ地区

（指扇地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＤ地 

区をいう。

） 

１メートル ２００平方

メートル 

１５メートル 

Ｅ地区

（指扇地

区地区計

画の地区

整備計画

図に表示

するＥ地 

区をいう。

） 

次に掲げる用途に供

する建築物 

 令第１３０条

の５の３に規定

する建築物で、

その用途に供す

る床面積の合計

が１５０平方メ

ートルを超える

もの 

 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道路

境界線までの距離 １メ

ートル 

 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から隣地

境界線までの距離につい

ては、次のア又はイに掲

げる区分に応じ、それぞ

れア又はイに定める数値 

ア 敷地面積が１００平

方メートル（埼玉県建

築基準法施行条例第３

条第 1項の路地状部分

のうち、幅員が４メー

トル未満のものを有す

る敷地にあっては、当

該部分を除いた面積）

以上の敷地 １メート

ル 

イ 敷地面積が１００平

方メートル未満の敷地 

  ０．５メートル 

  及び において、当

該限度に満たない距離に

ある建築物又は建築物の

部分で、次のアからエま

でのいずれかに該当する 

場合は、この限りでない。

ア 附属建築物の物置そ

の他これに類するもの 

（自動車車庫等を除く。

）で軒の高さが２．３ 

メートル以下で、かつ、

  床面積の合計が５平方 

メートル以内であるも 

の 

 イ 開放性の高い附属建 

１２０平方

メートル 

１２メートル 



築物の自動車車庫等で、

  軒の高さが２．３メー

トル以下であるもの 

ウ 外壁又はこれに代わ

る柱の中心線の長さの

合計が３メートル以下

であるもの 

エ 出窓で、下端の床面

からの高さが３０セン 

チメートル以上、かつ、

出幅５０センチメート

ル未満、見付面積の２

分の１以上が窓で、か

つ、天袋、地袋その他

これらに類するものを

設けないもの 

附 則 

この条例は、平成２６年８月１日から施行する。 


